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【　貸　借　対　照　表　】
(2021年３月31日現在)

JFEスチール株式会社
（単位：百万円）

科　目 金　額 科　目 金　額

（資産の部） （負債の部）

　流動資産 　流動負債

　　現金及び預金 7,648 　　買掛金 153,263

　　売掛金 294,392 　　短期借入金 312,722

　　商品及び製品 200,774 リース債務 11

　　仕掛品 4,330 未払金 68,549

　　原材料及び貯蔵品 339,360 未払費用 87,760

　　前渡金 32,690 未払法人住民税等 658

　　前払費用 1,336 前受金 138

　　その他 66,269 預り金 73,168

    貸倒引当金 △ 4 前受収益 2,506

　　流動資産合計 946,799 その他 1,166

　固定資産 流動負債合計 699,945

　　有形固定資産 　固定負債

建物 112,816 　　関係会社長期借入金 1,328,651

構築物 86,465 リース債務 27

機械及び装置 584,923 退職給付引当金 52,284

船舶 0 取締役・執行役員株式給付引当金 122

車両運搬具 1,459 特別修繕引当金 9,108

工具、器具及び備品 5,530 ＰＣＢ処理引当金 2,895

土地 312,200 資産除去債務 1,792

リース資産 34 その他 39,591

建設仮勘定 88,789 固定負債合計 1,434,472

有形固定資産合計 1,192,220 　負債合計 2,134,418

　　無形固定資産 （純資産の部）

特許権 109 　株主資本

借地権 89 　　資本金 239,644

商標権 283 　　資本剰余金

ソフトウェア 68,682 資本準備金 390,021

その他 2,566 その他資本剰余金 3,781

無形固定資産合計 71,731 資本剰余金合計 393,802

　　投資その他の資産 　　利益剰余金

投資有価証券 96,036 その他利益剰余金

関係会社株式 434,209 特別償却準備金 6,687

関係会社出資金 60,880 固定資産圧縮積立金 3,517

長期貸付金 10 特定災害防止準備金 127

関係会社長期貸付金 5,911 繰越利益剰余金 80,404

繰延税金資産 53,151 利益剰余金合計 90,737

その他 21,060 　　株主資本合計 724,185

貸倒引当金 △ 6,139 　評価・換算差額等

投資その他の資産合計 665,120 　　その他有価証券評価差額金 14,923

　　固定資産合計 1,929,073 　　繰延ヘッジ損益 2,346

　　評価・換算差額等合計 17,269

　純資産合計 741,454

　資産合計 2,875,872 　負債純資産合計 2,875,872
（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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【 損 益 計 算 書 】
(自 2020年４月１日   至 2021年３月31日)

JFEスチール株式会社
(単位：百万円)

科　　目 金　　額

売上高 1,557,031

売上原価 1,560,068

売上総損失（△） △ 3,037

販売費及び一般管理費 103,100

営業損失（△） △ 106,137

営業外収益

　受取利息及び配当金 40,720

　その他 16,858 57,579

営業外費用

　支払利息 9,175

　その他 36,475 45,650

経常損失（△） △ 94,209

特別利益

　投資有価証券売却益 48,609 48,609

特別損失

　減損損失 4,910 4,910

税引前当期純損失（△） △ 50,510

法人税、住民税及び事業税 △ 22,109

法人税等調整額 4,729 △ 17,380

当期純損失（△） △ 33,130

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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【　株　主　資　本　等　変　動　計　算　書　】
（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

JFEスチール株式会社

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金

資本 その他 資本 その他利益剰余金
準備金 資本 剰余金

剰余金 合計 特別償却 固定資産
準備金 圧縮

積立金

当期首残高 239,644 390,021 3,781 393,802 5,271 3,517

当期変動額

特別償却準備金の積立 2,491

特別償却準備金の取崩 △ 1,074

当期純損失(△)

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － － － 1,416 －

当期末残高 239,644 390,021 3,781 393,802 6,687 3,517

株主資本 評価・換算差額等 純資産
合計

利益剰余金 株主資本 その他有 繰延 評価・換
合計 価証券評 ヘッジ 算差額等

その他利益剰余金 利益 価差額金 損益 合計
剰余金

特定災害 繰越利益 合計
防止 剰余金

準備金

127 114,951 123,867 757,315 21,475 △ 651 20,823 778,139

特別償却準備金の積立 △ 2,491 － － －

特別償却準備金の取崩 1,074 － － －

当期純損失(△) △ 33,130 △ 33,130 △ 33,130 △ 33,130

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

△ 6,552 2,998 △ 3,554 △ 3,554

－ △ 34,546 △ 33,130 △ 33,130 △ 6,552 2,998 △ 3,554 △ 36,684

127 80,404 90,737 724,185 14,923 2,346 17,269 741,454

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高
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【 個 別 注 記 表 】

重要な会計方針

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1)関係会社株式・出資金

移動平均法による原価法によっております。

(2)その他有価証券

①市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に

よっております。

②市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

よっております。

３ 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約に残価保証の取決めがある場合は、

当該残価保証額）とする定額法によっております。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

５ 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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(2)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法

により、費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと

しております。

(3)取締役・執行役員株式給付引当金

取締役・執行役員株式給付引当金は、役員株式給付規程に基づき、業務執行取締役および執行

役員（所得税法上の国内非居住者を除く。）に割り当てられたポイントに応じた給付見込み額を

計上しております。

(4)特別修繕引当金

熱風炉の改修に要する費用に備えるため、改修費用見積額を計上しております。

(5)ＰＣＢ処理引当金

「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により処理

することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に係る費用の支出に備えるため、その処理費

用見積額を計上しております。

６ ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約等について振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採

用しております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約…外貨建取引および予定取引

商品先渡・先物…原材料

(3)ヘッジ方針

当社における社内管理規程に基づき、為替変動リスクおよび商品価格変動リスクをヘッジして

おります。これらすべてのデリバティブ取引は、実需に基づくものに限定しており、投機を目的

に単独で利用することはありません。
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７ 消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

８ 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用） 

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設された

グループ通算制度への移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直し

が行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計

の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税

効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2018年２月16日）第44項

の定めを適用せず、繰延税金資産および繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基

づいております。 

会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に

係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。なお、新型コロナ

ウイルス感染症拡大による影響により、当事業年度の業績に影響が及んでいるものの、翌事業年度へ

の影響は限定的と仮定して会計上の見積りを行っております。 

１ 棚卸資産の評価 

 棚卸資産は、取得原価で測定しておりますが、事業年度末における正味実現可能価額が取得原

価より下落している場合には、当該正味実現可能価額で測定し、取得原価との差額を原則として

売上原価に認識しております。また、営業循環過程から外れて滞留する棚卸資産については、将

来の需要や市場動向を反映して正味実現可能価額等を算定しております。市場環境が予測より悪

化して正味実現可能価額が著しく下落した場合には、損失が発生する可能性があります。 

なお、当事業年度にて計上した棚卸資産の金額は、貸借対照表に記載のとおりであります。 

２ 有形固定資産および無形固定資産の減損 

当社は、有形固定資産および無形固定資産のうち事業年度末現在で減損している可能性を示す

兆候がある資産または資産グループについて、当該資産または資産グループから得られる割引前

将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し減損損失を計上しております。減損損失の認識および測定にあたり、将来のキャッシュ・フロ

ー、割引率等について仮定を設定しております。これらの仮定については、経営者の最善の見積

りと判断により決定しておりますが、将来の不確実な経済条件の変動等の結果によって影響を受

ける可能性があり、見直しが必要となった場合、計算書類に重要な影響を与える可能性がありま
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す。 

なお、当事業年度にて計上した有形固定資産および無形固定資産の金額は、貸借対照表に記載

のとおりであります。 

３ 繰延税金資産の回収可能性 

 繰延税金資産は、将来の事業計画に基づいて課税所得の発生時期および金額を見積り、回収可

能性があると判断した将来減算一時差異等について計上しております。このような見積りは、経

営者による最善の見積りにより行っておりますが、将来の不確実な経済条件の変動等の結果によ

って実際の結果と異なる可能性があります。 

 なお、当事業年度にて計上した繰延税金資産の金額は、注記「税効果会計関係」に記載のとお

りであります。 

４ 引当金および資産除去債務の会計処理と評価 

 引当金および資産除去債務は、将来において見込まれる費用または損失の事業年度末日におけ

る最善の見積りに基づいて測定しております。将来において見込まれる費用または損失の金額は、

将来の起こりうる結果を総合的に勘案して算定しております。これら引当金の測定において使用

される仮定は、将来の不確実な経済条件の変動等の結果によって影響を受ける可能性があり、将

来にわたり、引当金の測定額に重要な修正を生じさせるリスクを有しております。なお、退職給

付引当金については、「５．退職給付引当金の会計処理と評価」に記載しております。 

当事業年度にて計上した引当金および資産除去債務の金額は、貸借対照表に記載のとおりであ

ります。 

５ 退職給付引当金の会計処理と評価 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上しております。退職給付債務は、数理計算上の仮定に基づいて

算定しており、数理計算上の仮定には、割引率、退職率、死亡率、昇給率等の見積りが含まれて

おります。これらの仮定は、金利変動の市場動向等、入手可能なあらゆる情報を総合的に判断し

て決定しております。これら数理計算上の仮定は将来の不確実な経済環境あるいは社会情勢の変

動等によって影響を受ける可能性があり、将来にわたり、退職給付債務の測定額に重要な修正を

生じさせるリスクを有しております。 

 なお、当事業年度にて計上した退職給付引当金の金額は、貸借対照表に記載のとおりでありま

す。 

６ 市場価格のない株式等の評価 

 市場価格のない株式等については、発行会社の財政状態の悪化等により実質価値が著しく低下

した場合、回復可能性があると認められる場合を除き、相当の減額を行い、評価差額を当事業年

度の損失として処理しております。将来の市況悪化や投資先の業績不振等の変化があった場合に

は、翌事業年度以降の評価額に影響を与える可能性があります。 
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 なお、当事業年度にて計上した市場価格のない株式等の金額は、注記「金融商品関係」に記載

のとおりであります。 

 

７ 偶発事象 

 偶発事象は、事業年度末日における全ての利用可能な証拠を勘案し、その発生可能性および金

額的影響を考慮した上で、将来の事業に重要な影響を及ぼしうる項目を考慮しております。 

保証債務等については、注記「貸借対照表関係」に記載のとおりであります。 
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貸借対照表関係 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 金額 

減価償却累計額 5,720,617百万円 

 

２ 関係会社に対する資産および負債(区分掲記したものを除く) 

 金額 

短期金銭債権 55,918百万円 

長期金銭債権 112 

短期金銭債務 416,844 

長期金銭債務 300 

 
 

３ 保証債務等 

下記会社の社債、金融機関借入金等について保証を行っております。 

 金額 

ジェイ エフ イー ホールディングス㈱ 60,000百万円 

フォルモサ・ハティン(ケイマン）・リミテッド 23,460 

PT．ＪＦＥスチール・ガルバナイジング・インドネシア 23,257 

フィリピン・シンタ―・コーポレーション 9,266 

ＪＦＥスチール・ガルバナイジング（タイランド）・リミテッド 8,458 

ニューコア・ＪＦＥスチール・メキシコ・S.DE R.L.DE C.V. 6,365 

その他 28,179 

計 158,988 

 

上記の他、水島エコワークス㈱に関し将来発生の可能性がある債務について保証を行っており

ます。 

 

 

 

 

 

４ 固定資産の圧縮記帳額 

当事業年度に取得した有形固定資産について、取得価額から控除した国庫補助金等による圧縮

記帳額は9,420百万円であります。 

 金額 

保証限度額 3,915百万円 
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損益計算書関係 

関係会社との取引額 

 金額 

関係会社への売上高 161,390百万円 

関係会社からの仕入高 461,046 

関係会社との営業取引以外の取引高 151,907 

 

 

 

 

 

株主資本等変動計算書関係 
発行済株式に関する事項 
株式の種類 期首株式数（千株） 増加株式数（千株） 減少株式数（千株） 期末株式数（千株） 

普通株式 539,170 ― ― 539,170 
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税効果会計関係 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 金額 

繰延税金資産  

 減損損失 80,341百万円 

 繰越欠損金 32,811        

 退職給付引当金    15,942 

 その他     35,697          

繰延税金資産小計    164,792          

 
 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 
 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 

 

  △19,502 

  △77,573 

評価性引当額小計   △97,076          

繰延税金資産合計    67,716        

  

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金    △7,858 

  特別償却準備金    △2,933 

  その他    △3,772        

繰延税金負債合計   △14,565         

繰延税金資産(負債)の純額     53,151         

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別

の内訳 

  

法定実効税率 30.0％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 
評価性引当額の増減 
その他 

△0.5％ 

21.8％ 

△16.6％ 

  △0.3％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.4％ 
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金融商品関係 
１ 金融商品の状況に関する事項 
(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金調達については、主として当社の完全親会社であるジェイ エフ イー ホ一ル

ディングス㈱から実施しております。ジェイ エフ イー ホールディングス㈱は、資金の安定

性とコストを勘案しながら、銀行借入やコマーシャル・ペーパーおよび社債の発行等を中心に必

要な資金を調達しております。一時的に余剰資金が生じた場合は、短期的な運用等に限定してお

ります。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当該リスクに関しては、

当社は取引先の財務状況を定期的に把握する等の管理を行っております。また、一部の債権は期

日前に売却しております。 

営業債務である買掛金は、概ね１年以内の支払期日のものであります。 

外貨建て営業債権、営業債務は為替の変動リスクに晒されております。外貨建て取引による外

貨の受け取り（製品輸出等）と外貨の支払い（原材料輸入等）で相殺されない部分については、

為替予約等を利用したヘッジ取引を適宜実施しております。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されております。また、外貨建ての有

価証券については、為替の変動リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係

を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握しております。 

借入金は、流動性リスクを考慮し、返済期日を集中させないように管理しております。変動金

利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。 

当社の利用するデリバティブ取引は、将来の為替等の市場価格変動のリスクを有しております

が、輸出入取引等の実需に伴う取引に対応させてデリバティブ取引を行っていることから、これ

らのリスクは機会利益の逸失の範囲内に限定されております。当社は、デリバティブ取引の取引

先を、信用力の高い金融機関等に限定していることから、取引相手先の倒産等により契約不履行

に陥る信用リスクはほとんどないものと判断しております。また、当社はデリバティブ取引に係

る社内規程を定め、これに基づき取引を実施しております。取引の実行にあたっては、ＣＥＯの

決定した上記方針に則り、担当執行役員の決裁により取引を実行しております。取引残高や時価、

評価損益については、取締役会またはＣＥＯに定期的に報告することとしております。 

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、

異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
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２ 金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格

のない株式等については、次表には含まれておりません（（注２）参照）。 

 

 (単位：百万円) 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1)現金及び預金  

(2)売掛金 

(3)投資有価証券 

  その他有価証券 

(4)関係会社株式 

子会社株式 

関連会社株式 

7,648 

294,392 

 

62,759 

 

13,663 

5,769 

7,648 

294,392 

 

62,759 

 

45,752 

13,729 

― 

― 

 

― 

 

32,089 

7,960 

資産計 384,234 424,282 40,049 

(1)買掛金 

(2)短期借入金 

 (3)関係会社長期借入金 

153,263 

312,722 

1,328,651 

153,263 

312,722 

1,332,759 

― 

― 

4,108 

負債計 1,794,637 1,798,745 4,108 

デリバティブ取引（*１） 

 ヘッジ会計が適用されているもの  

 

6,564 

 

6,564 

 

― 

デリバティブ取引計 6,564 6,564 ― 

(*１)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と 

なる項目は、( )で示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項  

資 産 

(1)現金及び預金、並びに(2)売掛金 

概ね短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

(3)投資有価証券、並びに(4)関係会社株式 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示さ

れた価格によっております。 

 

負 債 

(1)買掛金、並びに(2)短期借入金 

 概ね短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 
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(3)関係会社長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

デリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されているもの 

原則的処理によるものの時価は、契約を締結している取引先金融機関等から提示された価格に

よっております。  

 

（注２）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額（百万円） 

区分 金額 

 非上場株式 33,272 

 出資証券 4 

これらについては、「資産(3)その他有価証券」には含めておりません。 

 

区分 金額 

 子会社株式 357,106 

 関連会社株式 57,669 

これらについては、「資産(4)子会社株式」または「資産(4)関連会社株式」には含めておりませ

ん。 
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１株当たり情報 

１株当たり純資産額 1,375円18銭 

１株当たり当期純損失(△) △61円45銭 

 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり純資産額および１株当たり当期純損失(△)の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
(1) １株当たり純資産額 

 

純資産の部の合計額(百万円) 741,454 

純資産の合計額から控除する金額(百万円) ─ 

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 741,454 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数(千株) 539,170 

 
(2) １株当たり当期純損失(△) 

 

当期純損失(△) (百万円) △33,130 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ 

普通株式に係る当期純損失(△) (百万円) △33,130 

普通株式の期中平均株式数(千株) 539,170 

 

 

重要な後発事象 

 

該当事項はありません。 
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